
（ ）

469476465

465 476

308,000

374,880 451,534

375,000

122 120

人

人

587

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 100% 100%

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第４１条

主要政策・施策

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
指導調査室調べ

実施方法

26年度

原爆死没者追悼平和祈念館運営委託費 担当部局庁 健康局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 総務課指導調査室
総務課指導調査室
小野　清喜

事業名

会計区分

29年度

翌年度へ繰越し

計

28年度

社会保障

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

30年度要求

予算
の状
況

-

補正予算

予備費等

被爆者が記した手記や体
験記、その他の被曝関連
資料や被曝医療及び平和
に関する情報等の存在を
調査・収集・整理し、広く情
報発信する事業等を行うこ
とを目標とする。

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

当初予算

中間目標

-

-

広島・長崎両祈念館の年間
入場者数

平成１４年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

当委託費は、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第４１条の規定に基づき、国が設置した国立広島原爆死没者追悼平和祈念館及び国立長崎原爆
死没者追悼平和祈念館の管理運営に資することを目的とする。

前年度から繰越し

成果実績

目標値

成果指標 単位

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

平成２９年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

465 476 469 587 583

469

執行率（％） 100% 100% 100%

-

402,000

-

・「国立広島原爆死没者追悼平和祈念館運営委託事業実施
要領」
・「国立長崎原爆死没者追悼平和祈念館運営委託事業実施
要領」

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

473,560

402,000

118 -

-

-

-

587 583

システム改修終了による減

関係する計画、
通知等

達成度

-

27年度

％

委託先は、被爆地である広島、長崎に設置した国立原爆死没者追悼平和祈念館の管理運営を行うとともに、被爆者が記した手記や体験記、その他の被曝関
連資料や被曝医療及び平和に関する情報等の存在を調査・収集・整理し、祈念館において、これらを入館者等へ広く情報発信する事業等を行う。

-

-

定量的な成果目標

30年度要求

583

年度 年度

事業番号 0187

-

29年度当初予算

587

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

583

原爆死没者追悼平和祈念
館運営委託費

毎



374,880 451,534

308,000 402,000

473,560

375,000人

人

円

476/451,534465/374,880

1,240 1,054

-

587/402,000

30年度
活動見込

- 40,200

40,200

29年度
活動見込

402,000

目標

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係 - - -

-

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

計算式

広島・長崎両祈念館の年間入場者数

28年度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

29年度活動見込

26年度 27年度 28年度

X / Y

1,460

計画開始時

年度

-

活動実績

-

-

28年度 29年度

- -

目標最終年度

- -

-
単位

- -

目標値 -

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

- -

単位

単位当たりコスト ＝ Ｘ ／ Ｙ

Ｘ：「執行額（百万円）」
Ｙ：「年間入場者数（人）」

単位当たり
コスト

年度

施策の進捗状況（目標）

28年度

-

-

-

中間目標 目標年度
27年度

年度

-

-

年度

成果実績

-

実績値 - -

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

27年度

990

469/473,560

改革
項目

分野： - -

施策の進捗状況（実績）-

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国として原爆死没者の尊い犠牲を銘記して哀悼の意を表すとともに、永遠の平和を祈念し、併せて原爆の惨禍に関する全世界の人々の理解を深
め、その体験を後代に継承する。

-

- -
定量的指標

年度
26年度

26年度

単位

目標年度

- -

施策 Ⅰ-5-4 原子爆弾被爆者等を援護すること

政策 Ⅰ-5 感染症など健康を脅かす疾病を予防・防止するとともに、感染者等に必要な医療等を確保すること

測
定
指
標

-

-

定性的指標

-

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



入場料等は徴収していないが、施設の性格に鑑み、妥当と
考える。
過去の実績等を踏まえ適正な予算額を見積もるとともに、入
場者数の増加を目指す。

経費の使途については、祈念館の管理運営の円滑な実施に
真に必要なものに限定している。

施設を管理運営するため、各種業務を再委託しているもの
であり、合理的な支出である。

概ね見込み通りに活動できている。

-

目標以上の入場者数を達成しており、適切に実施されてい
る。

-整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

事業番号 事業名

関
連
事
業

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第４１条の規定
に基づき、国として平和を祈念する事業を実施するものであ
り、国が実施すべき事業である。

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第４１条（※）の
規定に基づき設置された施設の運営に係る経費であり、広く
国民のニーズがあり、国費を投入しなければ事業目的が達
成できない。
※第４１条「国は、広島市及び長崎市に投下された原子爆弾
による死没者の尊い犠牲を銘記し、かつ、恒久の平和を祈
念するため、原子爆弾の惨禍に関する国民の理解を深め、
その体験の後代の国民への継承を図り、及び原子爆弾によ
る死没者に対する追悼の意を表す事業を行う。」

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第４１条の規定
に基づき設置された施設の運営に係る経費であり、原爆死
没者の尊い犠牲を銘記し追悼の意を表すとともに、永遠の
平和を祈念するという政策目的達成に向けて、優先度の高
い事業である。

△

有

無

○

○

○

‐

○

所管府省名

評　価項　　目

○

点
検
・
改
善
結
果

改善の
方向性

平和を祈念し、原爆死没者の尊い犠牲を銘記し追悼の意を表すとともに、国内外の人々により広く利用されるよう、入館者数を増やす工夫を
し、今後とも適切な運営を図っていく。

平成28年度は、前年度より年間入場者数が増加し、１人あたりコストも改善したことから、効率的に予算を執行したと評価できる。
平成29年度においては、設備の修繕及び数年に一度のシステム更改のため経費増となるが、運営のため不可欠な経費である。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

原爆死没者追悼平和祈念館の設置目的及び事業内容か
ら、本事業を実施する者は、事業の実施にあたって、被爆者
や原爆死没者の遺族の協力を得ることができることや、関連
施設との連携、調整を的確に行うことができることが必要で
あるが、上記条件を満たす者が一者のみ若しくは複数存在
するかを確認するため、公募を行っている。
一者応札について。公告期間の延長、過度な仕様が無いか
再点検、各業者への参加の呼びかけを行い、1者応札となら
ないよう努める。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

‐

○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

競争性のない随意契約となったものはないか。

-

点検結果

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

-



平成25年度 平成26年度 平成27年度

外部有識者の所見

181

154

184

158

167

130

176

備考

平成23年度

平成28年度

現
状
通
り

原爆死没者の尊い犠牲を銘記して哀悼の意を表すとともに、永遠の平和を祈念するために必要な事業であり、引き続き、必要な予算額を確保し、
適正な執行に努めること。

-

現
状
通
り

平成22年度

点検対象外

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成24年度

行政事業レビュー推進チームの所見



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

厚生労働省

469百万円

委託先の決定。

契約書、実施要領の作成。

事業計画書等の審査、承認。

委託費の支払。

Ａ．（公財）広島平和文化センター

251百万円

【随意契約（公募）】

国立広島原爆死没者追悼平和祈念

館の管理運営等を担当。

契約書、実施要領、事業計画書等に

従い事業を実施。
事業完了後事業実績報告書を提出。

Ｃ．（公財）長崎平和推進協会

218百万円

国立長崎原爆死没者追悼平和祈念

館の管理運営等を担当。
契約書、実施要領、事業計画書等に
従い事業を実施。

事業完了後事業実績報告書を提出。

【一般競争契約（最低価格）等】 【随意契約（その他）等】

Ｂ．専門業者等（58） 96百万円

警備、清掃等専門性のある業務を

実施。

Ｄ．専門業者等（52） 75百万円

警備、清掃等専門性のある業務を実

施。

【随意契約（公募）】



支出先上位１０者リスト

A.

20

光熱水費 電気料金、上下水道料金 16

国内旅費、国外旅費 10

委託料
警備、清掃等専門性のある業務について専
門業者等に委託

75 委託費 情報システム運用に必要な経費 10

消耗品費 事務用品、各種印刷物等 6

諸謝金 講師、通訳等謝金 5

旅費

人件費 職員給与等 62

賃借料 館内ＬＡＮ機器借上料、ＯＡ機器借上料等 24

その他 通信運搬費、翻訳料、保険料等

光熱水費 電気料金、上下水道料金 17

通信運搬費

10

通信回線使用料、電話通話料等 7

使用料
賃借料

88

館内ＬＡＮ機器借上料、ＯＡ機器借上料等 24

その他 賃金、報償費、旅費、保険料、公課費等 20

警備、清掃等専門性のある業務について専
門業者等に委託

施設、設備の修繕料

消耗品費 事務用品、各種印刷物等 7

修繕料

費　目 使　途

人件費 職員給与等 78

委託料 18委託費 警備に必要な経費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

B.サンケイ（株）
金　額

(百万円）

C.（公財）長崎平和推進協会 D.日本電気㈱中国支社

計 251 計

費　目 使　途

18

使　途
金　額

(百万円）

A.（公財）広島平和文化センター

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

費　目

（公財）広島平和文
化センター

計 10

1
国立広島原爆死没者追悼
平和祈念館の管理運営等

1 100％
随意契約
（公募）

4240005012442 251 -

計 218

支　出　先 業　務　概　要
入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　額
（百万円）

法　人　番　号



B

C

D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

-

10
随意契約
（その他）

- 89％ -

（株）サンメンテナン
ス

7120001080238 館内清掃業務委託 4
随意契約
（その他）

（株）大和総業 9310001000967 機械設備運転管理

10
随意契約
（その他）

- 100％ -

（株）長崎文化放送 2310001001468 証言映像制作 4
指名競争契約
（最低価格）

4 53％

指名競争契約
（最低価格）

4 53％ -

（株）タキオンジャパ
ン

5011002024989
「長崎国際平和映画フォー
ラム2016」のプロデュース
業務等

3
随意契約
（その他）

- 100％ -

（公財）長崎市シル
バー人材センター

2310005007247 館外清掃 3
随意契約
（その他）

- 63％ -

95％

87％

62％

原本保管庫及び防潮堤設
備保守点検

2
一般競争契約
（最低価格）

1 99％

情報システム機器更改調
査研究

3
一般競争契約
（最低価格）

1 93％

新聞紙面への広告掲載 6
随意契約
（その他）

1 97％

電話交換機設備更新 3
一般競争契約
（最低価格）

1 86％

62％

情報システム運用保守 7
一般競争契約
（最低価格）

1

1 83％

樹木等保守管理 4

株式会社読売連合
広告社広島支社

3120001071843 -

4240001006737 -

オーク設備工業（株）
広島営業所

4010001024448 -

サンケイ（株） 5240001004087

-

都市道路開発（株） 3240001007653

総合案内業務 5
一般競争契約
（最低価格）

警備 18
一般競争契約
（最低価格）

7

一般競争契約
（最低価格）

6清掃 8

空気調和機設備等保守点
検

6
一般競争契約
（最低価格）

1

一般競争契約
（最低価格）

3

- -

(株）城保安警備 6310001000821 館内警備

（株）昭和堂 4310001008016

- 72％ -

クリアファイル・パンフレット
等印刷

4
随意契約
（その他）

- 100％ -

松本豊松園 1310001003556 植栽管理 2

日本空調サービス
（株）

6180001002699
空調設備保守点検業務委
託他

3
随意契約
（その他）

- 87％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

6

7

4

5

10

（株）冨山学園 1240001007721

株式会社富士精工
本社

日本電気（株）中国
支社

中国電設工業（株）

-

日本電気（株）中国
支社

7010401022916

-

-

5220001012819 -

7010401022916 -

36％

8

9

（株）ユニサス 4240001003767

1
（公財）長崎平和推
進協会

2310005007107
国立長崎原爆死没者追悼
平和祈念館の管理運営等

218
随意契約
（公募）

1 100％ -

1

4

5

2

3

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

10
随意契約
（その他）

- 91％ -

日本電気（株）中国
支社

7010401022916 情報システム運用保守

8

9

6

7

10

- -- --


